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議第２号 瑞浪市死者の情報の取扱いに関する条例の制定について 

【制定趣旨】 

 瑞浪市個人情報保護条例（平成12年条例第45号）に基づき開示を可能としている死者に関する情報

について、地方公共団体に個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）が適用される令和５

年４月以降においても開示が可能となるよう、本条例を制定する。 

【制定内容】 

 第１条（目的）、第２条（定義）、第３条（実施機関の責務）、第４条（開示請求者及び開示対象

情報）、第５条（一部開示）、第６条（開示対象情報の存否に関する情報）、第７条（開示請求方法

）、第８条（開示請求に対する決定）、第９条（第三者に対する意見書提出の機会の付与等）、第10

条（開示の方法）、第11条（費用の負担）、第12条（他法令等との調整）、第13条（審理員による審

理手続に関する規定の適用除外）、第14条（審査請求に係る諮問）、第15条（委任）、附則 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。 
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議第３号 瑞浪市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例の制定について 

【制定趣旨】 

 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成14年法律第151号）に基づく国の施策に準

じ、条例等において書面で行うこととされている手続等についてオンライン化を可能とするため、本

条例を制定する。 

【制定内容】 

 第１条（目的）、第２条（定義）、第３条（情報システムの整備等）、第４条（電子情報処理組織

による申請等）、第５条（電子情報処理組織による処分通知等）、第６条（電磁的記録による縦覧等

）、第７条（電磁的記録による作成等）、第８条（適用除外）、第９条（添付書面等の省略）、第10

条（情報通信技術の利用のための能力等における格差の是正）、第11条（情報通信技術を活用した行政の

推進に関する状況の公表）、第12条（委任）、附則 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。 
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議第４号 瑞浪市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

【制定趣旨】 

 市議会議員の調査研究等の活動の充実のため、政務活動費の額を増額する。 

【改正内容】 

 政務活動費の額を１人月額8,000円から、１人月額10,000円に増額するための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

第１条～第２条 （略） 第１条～第２条 （略） 

（交付額及び交付の方法） （交付額及び交付の方法） 

第３条 政務活動費は、毎年４月１日における当

該会派の所属議員１人につき月額10,000円に12

を乗じて得た額を４月末日までに交付する。 

第３条 政務活動費は、毎年４月１日における当

該会派の所属議員１人につき月額8,000円 に12

を乗じて得た額を４月末日までに交付する。 

２～５ （略） ２～５ （略）  

第４条～第10条 （略） 第４条～第10条 （略） 
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議第５号 瑞浪市避難行動要支援者に係る名簿情報の提供等に関する条例の制定につい

て 

【制定趣旨】 

避難行動要支援者名簿について、令和５年４月からの個人情報の保護に関する法律（平成15年法律

第57号）の適用後においても、従前と同様に本人の同意がなくとも平時から避難支援等関係者に名簿

情報の提供ができるよう必要な事項を定める。 

【制定内容】 

 第１条（趣旨）、第２条（避難支援等関係者の範囲）、第３条（名簿情報の提供における同意に関

する特例）、第４条（名簿情報の提供を受けた者の漏えい防止のための措置等）、第５条（利用及び

提供の制限）、第６条（秘密保持義務）、第７条（委任）、附則 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。 
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議第６号 瑞浪市子ども発達支援センターの設置及び管理に関する条例及び瑞浪市子ど 

も・子育て会議条例の一部を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

 こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（令和４年法律第76号）の施行に伴

い、条文の整備を行う。 

【改正内容】 

 児童福祉法（昭和22年法律第164号）に規定する主務大臣の変更及び子ども・子育て支援法（平成24

年法律第65号）の条ずれに対応するための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

 〇瑞浪市子ども発達支援センターの設置及び管

理に関する条例の一部改正（第１条） 

  

第１条～第10条 （略） 第１条～第10条 （略） 

（使用料） （使用料） 

第11条 第３条第１号に規定する事業の利用に関

する契約を締結した者は、法第21条の５の３第

２項に規定する内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した額を、センターの通所に係る使用料

として納付しなければならない。 

第11条 第３条第１号に規定する事業の利用に関

する契約を締結した者は、法第21条の５の３第

２項に規定する厚生労働大臣が定める基準によ

り算定した額を、センターの通所に係る使用料

として納付しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

第12条～第20条 （略） 第12条～第20条 （略） 

  

〇瑞浪市子ども・子育て会議条例の一部改正（第

２条） 

 

（設置） （設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第

65号。以下「法」という。）第72条第１項の規

定に基づく合議制の機関として、瑞浪市子ど

も・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」

という。）を置く。 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第

65号。以下「法」という。）第77条第１項の規

定に基づく合議制の機関として、瑞浪市子ど

も・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」

という。）を置く。 

第２条～第８条 （略） 第２条～第８条 （略） 
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議第７号 瑞浪市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する

基準（平成26年内閣府令第39号）の一部改正に伴い、条文の整備を行う。 

【改正内容】 

 条例中に引用している法律の条項名の改正、主務大臣の変更及び懲戒権に関する規定の削除を行う

ための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。ただし、第26条の改正規定、第50条の改正規定及び

第51条の改正規定（同条第３項中「及び第23条から第33条まで」を「、第23条から第25条まで及び第

27条から第33条まで」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

【新旧対照表】 

新 旧 

第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 

（利用定員） （利用定員） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特

定教育・保育施設の区分に応じ、当該各号に定

める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員

を定めるものとする。ただし、法第19条第３号

   に掲げる小学校就学前子どもの区分にあ

っては、満１歳に満たない小学校就学前子ども

及び満１歳以上の小学校就学前子どもに区分し

て定めるものとする。 

２ 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特

定教育・保育施設の区分に応じ、当該各号に定

める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員

を定めるものとする。ただし、法第19条第１項

第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分にあ

っては、満１歳に満たない小学校就学前子ども

及び満１歳以上の小学校就学前子どもに区分し

て定めるものとする。 

（１） 認定こども園 法第19条各号   に

掲げる小学校就学前子どもの区分 

（１） 認定こども園 法第19条第１項各号に

掲げる小学校就学前子どもの区分 

（２） 幼稚園 法第19条第１号   に掲げ

る小学校就学前子どもの区分 

（２） 幼稚園 法第19条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分 

（３） 保育所 法第19条第２号   に掲げ

る小学校就学前子どもの区分及び同条第３号

に掲げる小学校就学前子どもの区分 

（３） 保育所 法第19条第１項第２号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分及び同項第３号

に掲げる小学校就学前子どもの区分 

第５条 （略）  第５条 （略）  

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第19条第１号   に掲げ

る小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育

施設を現に利用している同号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もの総数が、当該特定教育・保育施設の同号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数を超える場合においては、抽選、申込

みを受けた順序により決定する方法、当該特定

教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する

理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方

法により選考しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第19条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子ども及び当該特定教育・保育

施設を現に利用している同号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もの総数が、当該特定教育・保育施設の同号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数を超える場合においては、抽選、申込

みを受けた順序により決定する方法、当該特定

教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する

理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方

法により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育
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所に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第19条第２号   又は第

３号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特定

教育・保育施設を現に利用している同条第２号

又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもの総数が、当該

特定教育・保育施設の同条第２号又は第３号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数を超える場合においては、教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族

等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高い

と認められる教育・保育給付認定子どもが優先

的に利用することができるよう、選考するもの

とする。 

所に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第19条第１項第２号又は第

３号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特定

教育・保育施設を現に利用している同項第２号

又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもの総数が、当該

特定教育・保育施設の同項第２号又は第３号に

掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数を超える場合においては、教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族

等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高い

と認められる教育・保育給付認定子どもが優先

的に利用することができるよう、選考するもの

とする。 

４～５ （略）  ４～５ （略）  

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、法

第19条第２号   又は第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもに係る当該特定教育・保育施設の利用につ

いて児童福祉法第24条第３項（同法附則第73条

第１項の規定により読み替えて適用する場合を

含む。）の規定により市が行う調整及び要請に

対し、できる限り協力しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、法

第19条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもに係る当該特定教育・保育施設の利用につ

いて児童福祉法第24条第３項（同法附則第73条

第１項の規定により読み替えて適用する場合を

含む。）の規定により市が行う調整及び要請に

対し、できる限り協力しなければならない。 

（受給資格等の確認） （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供を求められた場合は、必要に応じて、教

育・保育給付認定保護者の提示する支給認定証

（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交

付を受けていない場合にあっては、子ども・子

育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号）

第７条第２項の規定による通知）によって、教

育・保育給付認定の有無、教育・保育給付認定

子どもの該当する法第19条各号   に掲げる

小学校就学前子どもの区分、教育・保育給付認

定の有効期間及び保育必要量（法第20条第３項

に規定する保育必要量をいう。）等を確かめる

ものとする。 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供を求められた場合は、必要に応じて、教

育・保育給付認定保護者の提示する支給認定証

（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交

付を受けていない場合にあっては、子ども・子

育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号）

第７条第２項の規定による通知）によって、教

育・保育給付認定の有無、教育・保育給付認定

子どもの該当する法第19条第１項各号に掲げる

小学校就学前子どもの区分、教育・保育給付認

定の有効期間及び保育必要量（法第20条第３項

に規定する保育必要量をいう。）等を確かめる

ものとする。 

第９条～第12条 （略）  第９条～第12条 （略）  

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第13条 （略） 第13条 （略） 

２～３ （略）  ２～３ （略）  

４ 特定教育・保育施設は、前３項の規定により

支払を受ける額のほか、特定教育・保育におい

て提供される便宜に要する費用のうち、次に掲

げる費用の額の支払を教育・保育給付認定保護

者から受けることができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の規定により

支払を受ける額のほか、特定教育・保育におい

て提供される便宜に要する費用のうち、次に掲

げる費用の額の支払を教育・保育給付認定保護

者から受けることができる。 

（１）～（２） （略）  （１）～（２） （略）  
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（３） 食事の提供（次に掲げるものを除く。）

に要する費用 

（３） 食事の提供（次に掲げるものを除く。）

に要する費用 

ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以

上教育・保育給付認定子どものうち、その

教育・保育給付認定保護者及び当該教育・

保育給付認定保護者と同一の世帯に属する

者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞ

れ（ア）又は（イ）に定める金額未満であ

るものに対する副食の提供 

ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以

上教育・保育給付認定子どものうち、その

教育・保育給付認定保護者及び当該教育・

保育給付認定保護者と同一の世帯に属する

者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞ

れ（ア）又は（イ）に定める金額未満であ

るものに対する副食の提供 

（ア） 法第19条第１号   に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども 77,101円 

（ア） 法第19条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども 77,101円 

（イ） 法第19条第２号   に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども（特定満３歳以上保育認

定子どもを除く。イ(イ)において同じ。）

57,700円（令第４条第２項第６号に規 

定する特定教育・保育給付認定保護者に 

あっては、77,101円） 

（イ） 法第19条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども（特定満３歳以上保育認

定子どもを除く。イ(イ)において同じ。） 

57,700円（令第４条第２項第６号に規 

定する特定教育・保育給付認定保護者に 

あっては、77,101円） 

イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以

上教育・保育給付認定子どものうち、負担

額算定基準子ども又は小学校第３学年修了

前子ども（小学校、義務教育学校の前期課

程又は特別支援学校の小学部の第１学年か

ら第３学年までに在籍する子どもをいう。

以下イにおいて同じ。）が同一の世帯に３

人以上いる場合にそれぞれ（ア）又は（イ）

に定める者に該当するものに対する副食の

提供（アに該当するものを除く。） 

イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以

上教育・保育給付認定子どものうち、負担

額算定基準子ども又は小学校第３学年修了

前子ども（小学校、義務教育学校の前期課

程又は特別支援学校の小学部の第１学年か

ら第３学年までに在籍する子どもをいう。

以下イにおいて同じ。）が同一の世帯に３

人以上いる場合にそれぞれ（ア）又は（イ）

に定める者に該当するものに対する副食の

提供（アに該当するものを除く。） 

（ア） 法第19条第１号   に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども 負担額算定基準子ども

又は小学校第３学年修了前子ども（その

うち最年長者及び２番目の年長者である

者を除く。）である者 

（ア） 法第19条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども 負担額算定基準子ども

又は小学校第３学年修了前子ども（その

うち最年長者及び２番目の年長者である

者を除く。）である者 

（イ） 法第19条第２号   に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども 負担額算定基準子ども

（そのうち最年長者及び２番目の年長者

である者を除く。）である者 

（イ） 法第19条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども 負担額算定基準子ども

（そのうち最年長者及び２番目の年長者

である者を除く。）である者 

ウ （略） ウ （略） 

（４）～（５） （略） （４）～（５） （略） 

５～６ （略）  ５～６ （略）  

第14条 （略）  第14条 （略） 

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第15条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げ

る施設の区分に応じて、それぞれ当該各号に定

めるものに基づき、小学校就学前子どもの心身

の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適

切に行わなければならない。 

第15条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げ

る施設の区分に応じて、それぞれ当該各号に定

めるものに基づき、小学校就学前子どもの心身

の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適

切に行わなければならない。 
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（１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

（３） 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法

（昭和22年法律第26号）第25条第１項の規定

に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の教育

課程その他の教育内容に関する事項をいう。）

（３） 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法

（昭和22年法律第26号）第25条   の規定

に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の教育

課程その他の教育内容に関する事項をいう。） 

（４） 保育所 児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第

35条の規定に基づき保育所における保育の内

容について内閣総理大臣が定める指針及び岐

阜県児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成24年岐阜県条例第90号）

（４） 保育所 児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第

35条の規定に基づき保育所における保育の内

容について厚生労働大臣が定める指針及び岐

阜県児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成24年岐阜県条例第90号） 

２ （略）  ２ （略）  

第16条～第19条 （略） 第16条～第19条 （略） 

（運営規程） （運営規程） 

第20条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設

の運営についての重要事項に関する規程（第23

条において「運営規程」という。）を定めてお

かなければならない。 

第20条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設

の運営についての重要事項に関する規程（第23

条において「運営規程」という。）を定めてお

かなければならない。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略）  

（４） 特定教育・保育の提供を行う日（法第

19条第１号   に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員を定めている施設に

あっては、学期を含む。以下この号において

同じ。）及び時間、提供を行わない日 

（４） 特定教育・保育の提供を行う日（法第

19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員を定めている施設に

あっては、学期を含む。以下この号において

同じ。）及び時間、提供を行わない日 

（５）～（11） （略）  （５）～（11） （略）  

第21条～第25条 （略）  第21条～第25条 （略）  

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第26条 削除 第26条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こ

ども園及び保育所に限る。以下この条において

同じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理者

は、教育・保育給付認定子どもに対し児童福祉

法第47条第３項の規定により懲戒に関しその教

育・保育給付認定子どもの福祉のために必要な

措置をとるときは、身体的苦痛を与え、人格を

辱める等その権限を濫用してはならない。 

第27条～第34条 （略） 第27条～第34条 （略） 

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準） 

第35条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以

下この条において同じ。）が法第19条第１号  

   に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を

提供する場合には、法第34条第１項第３号に規

定する基準を遵守しなければならない。 

第35条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以

下この条において同じ。）が法第19条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を

提供する場合には、法第34条第１項第３号に規

定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用保育を提供する場合には、当該特別利用

保育に係る法第19条第１号   に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用

している同条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの総数

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用保育を提供する場合には、当該特別利用

保育に係る法第19条第１項第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用

している同項第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの総数
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が、第４条第２項第３号の規定により定められ

た法第19条第２号   に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超えないものと

する。 

が、第４条第２項第３号の規定により定められ

た法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超えないものと

する。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用保育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用保育を、施設型給付費には特

例施設型給付費（法第28条第１項の特例施設型

給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、

それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項

及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第６条第２項中「特定教育・

保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以

下この項において同じ。）」とあるのは「特定

教育・保育施設（特別利用保育を提供している

施設に限る。以下この項において同じ。）」と、

「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同号

又は同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」と、第13

条第２項中「法第27条第３項第１号に掲げる額」

とあるのは「法第28条第２項第２号の内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定

子ども（特別利用保育を受ける者を除く。）」

と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特

別利用保育を受ける者を含む。）」とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用保育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用保育を、施設型給付費には特

例施設型給付費（法第28条第１項の特例施設型

給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、

それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項

及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。

この場合において、第６条第２項中「特定教育・

保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以

下この項において同じ。）」とあるのは「特定

教育・保育施設（特別利用保育を提供している

施設に限る。以下この項において同じ。）」と、

「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同号

又は同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」と、第13

条第２項中「法第27条第３項第１号に掲げる額」

とあるのは「法第28条第２項第２号の内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用の額」と、

同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定

子ども（特別利用保育を受ける者を除く。）」

と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特

別利用保育を受ける者を含む。）」とする。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第36条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以

下この条において同じ。）が、法第19条第２号

   に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに対し、特別利用教

育を提供する場合には、法第34条第１項第２号

に規定する基準を遵守しなければならない。 

第36条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以

下この条において同じ。）が、法第19条第１項

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに対し、特別利用教

育を提供する場合には、法第34条第１項第２号

に規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用教育を提供する場合には、当該特別利用

教育に係る法第19条第２号   に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用

している同条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの総数

が、第４条第２項第２号の規定により定められ

た法第19条第１号   に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超えないものと

する。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用教育を提供する場合には、当該特別利用

教育に係る法第19条第１項第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利用

している同項第１号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもの総数

が、第４条第２項第２号の規定により定められ

た法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超えないものと

する。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用教育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用教育を、施設型給付費には特

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用教育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用教育を、施設型給付費には特
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例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、

前節（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）

の規定を適用する。この場合において、第６条

第２項中「利用の申込みに係る法第19条第１号

    に掲げる小学校就学前子ども」とあるの

は「利用の申込みに係る法第19条第２号    

に掲げる小学校就学前子ども」と、「同号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「同条第１号又は

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」と、「の同号」と

あるのは「の同条第１号」と、第13条第２項中

「法第27条第３項第１号に掲げる額」とあるの

は「法第28条第２項第３号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」と、同条第

４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども

（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、同

号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利

用教育を受ける者を除く。）」とする。 

例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、

前節（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）

の規定を適用する。この場合において、第６条

第２項中「利用の申込みに係る法第19条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子ども」とあるの

は「利用の申込みに係る法第19条第１項第２号

に掲げる小学校就学前子ども」と、「同号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「同項第１号又は

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」と、「の同号」と

あるのは「の同項第１号」と、第13条第２項中

「法第27条第３項第１号に掲げる額」とあるの

は「法第28条第２項第３号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」と、同条第

４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども

（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、同

号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利

用教育を受ける者を除く。）」とする。 

（利用定員） （利用定員） 

第37条 （略） 第37条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の

種類及び当該特定地域型保育の種類に係る特定

地域型保育事業を行う事業所（以下「特定地域

型保育事業所」という。）ごとに、法第19条第

３号   に掲げる小学校就学前子どもに係る

利用定員（事業所内保育事業を行う事業所にあ

っては、瑞浪市家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を定める条例第42条の規定を踏

まえ、その雇用する労働者の監護する小学校就

学前子どもを保育するため当該事業所内保育事

業を自ら施設を設置して行う事業主に係る当該

小学校就学前子ども（当該事業所内保育事業が、

事業主団体に係るものにあっては事業主団体の

構成員である事業主の雇用する労働者の監護す

る小学校就学前子どもとし、共済組合等（児童

福祉法第６条の３第12項第１号ハに規定する共

済組合等をいう。）に係るものにあっては共済

組合等の構成員（同号ハに規定する共済組合等

の構成員をいう。）の監護する小学校就学前子

どもとする。）及びその他の小学校就学前子ど

もごとに定める法第19条第３号   に掲げる

小学校就学前子どもに係る利用定員とする。）

を、満１歳に満たない小学校就学前子どもと満

１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定め

るものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の

種類及び当該特定地域型保育の種類に係る特定

地域型保育事業を行う事業所（以下「特定地域

型保育事業所」という。）ごとに、法第19条第

１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る

利用定員（事業所内保育事業を行う事業所にあ

っては、瑞浪市家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を定める条例第42条の規定を踏

まえ、その雇用する労働者の監護する小学校就

学前子どもを保育するため当該事業所内保育事

業を自ら施設を設置して行う事業主に係る当該

小学校就学前子ども（当該事業所内保育事業が、

事業主団体に係るものにあっては事業主団体の

構成員である事業主の雇用する労働者の監護す

る小学校就学前子どもとし、共済組合等（児童

福祉法第６条の３第12項第１号ハに規定する共

済組合等をいう。）に係るものにあっては共済

組合等の構成員（同号ハに規定する共済組合等

の構成員をいう。）の監護する小学校就学前子

どもとする。）及びその他の小学校就学前子ど

もごとに定める法第19条第１項第３号に掲げる

小学校就学前子どもに係る利用定員とする。）

を、満１歳に満たない小学校就学前子どもと満

１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定め

るものとする。 

第38条 （略） 第38条 （略） 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 
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第39条 （略） 第39条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係

る法第19条第３号   に掲げる小学校就学前

子どもの数及び当該特定地域型保育事業所を現

に利用している満３歳未満保育認定子ども（特

定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この

章において同じ。）の総数が、当該特定地域型

保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員の総数を超える場合にお

いては、教育・保育給付認定に基づき、保育の

必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を

受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保

育認定子どもが優先的に利用できるよう、選考

するものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係

る法第19条第１項第３号に掲げる小学校就学前

子どもの数及び当該特定地域型保育事業所を現

に利用している満３歳未満保育認定子ども（特

定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この

章において同じ。）の総数が、当該特定地域型

保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員の総数を超える場合にお

いては、教育・保育給付認定に基づき、保育の

必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を

受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保

育認定子どもが優先的に利用できるよう、選考

するものとする。 

３～４ （略）  ３～４ （略）  

第40条～第43条 （略） 

（特定地域型保育の取扱方針） 

第44条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準第35条の規定に基

づき保育所における保育の内容について内閣総

理大臣が定める指針及び岐阜県児童福祉施設の

設備及び運営に関する基準を定める条例に準

じ、それぞれの事業の特性に留意して、小学校

就学前子どもの心身の状況等に応じて、特定地

域型保育の提供を適切に行わなければならな

い。 

第40条～第43条 （略）  

（特定地域型保育の取扱方針） 

第44条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準第35条の規定に基

づき保育所における保育の内容について厚生労

働大臣が定める指針及び岐阜県児童福祉施設の

設備及び運営に関する基準を定める条例に準

じ、それぞれの事業の特性に留意して、小学校

就学前子どもの心身の状況等に応じて、特定地

域型保育の提供を適切に行わなければならな

い。 

第45条～第49条 （略） 第45条～第49条 （略） 

（準用） （準用） 

第50条 第８条から第14条まで（第10条及び第13

条を除く。）、第17条から第19条まで、第23条

から第25条まで及び第27条から第33条までの規

定は、特定地域型保育事業者、特定地域型保育

事業所及び特定地域型保育について準用する。

この場合において、第11条中「教育・保育給付

認定子どもについて」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに

限り、特定満３歳以上保育認定子どもを除く。

以下この節において同じ。）について」と、第

12条の見出し中「教育・保育」とあるのは「地

域型保育」と、第14条の見出し中「施設型給付

費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条

第１項中「特定教育・保育に係る施設型給付費

（法第27条第１項に規定する施設型給付費をい

う。以下同じ。）」とあるのは「特定地域型保

育（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保

育を含む。第50条において準用する次項及び第

19条において同じ。）に係る地域型保育給付費

（法第29条第１項に規定する地域型保育給付費

をいう。以下この項及び第50条において準用す

る第19条において同じ。）」と、「施設型給付

第50条 第８条から第14条まで（第10条及び第13

条を除く。）、第17条から第19条まで及び第23

条から第33条まで           の規

定は、特定地域型保育事業者、特定地域型保育

事業所及び特定地域型保育について準用する。

この場合において、第11条中「教育・保育給付

認定子どもについて」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに

限り、特定満３歳以上保育認定子どもを除く。

以下この節において同じ。）について」と、第

12条の見出し中「教育・保育」とあるのは「地

域型保育」と、第14条の見出し中「施設型給付

費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条

第１項中「特定教育・保育に係る施設型給付費

（法第27条第１項に規定する施設型給付費をい

う。以下同じ。）」とあるのは「特定地域型保

育（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保

育を含む。第50条において準用する次項及び第

19条において同じ。）に係る地域型保育給付費

（法第29条第１項に規定する地域型保育給付費

をいう。以下この項及び第50条において準用す

る第19条において同じ。）」と、「施設型給付
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費の」とあるのは「地域型保育給付費の」と、

同条第２項中「特定教育・保育に」とあるのは

「特定地域型保育に」と、「特定教育・保育の」

とあるのは「特定地域型保育の」と、「特定教

育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型

保育提供証明書」と、第19条中「特定教育・保

育を」とあるのは「特定地域型保育を」と、「施

設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」

と、第23条中「運営規程」とあるのは「第46条

に規定する事業の運営についての重要事項に関

する規程」と読み替えるものとする。 

費の」とあるのは「地域型保育給付費の」と、

同条第２項中「特定教育・保育に」とあるのは

「特定地域型保育に」と、「特定教育・保育の」

とあるのは「特定地域型保育の」と、「特定教

育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型

保育提供証明書」と、第19条中「特定教育・保

育を」とあるのは「特定地域型保育を」と、「施

設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」

と、第23条中「運営規程」とあるのは「第46条

に規定する事業の運営についての重要事項に関

する規程」と読み替えるものとする。 

（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準） 

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条第１号

    に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに対し特別利用地域

型保育を提供する場合には、法第46条第１項に

規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しな

ければならない。 

第51条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに対し特別利用地域

型保育を提供する場合には、法第46条第１項に

規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しな

ければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特別利用地域型保育を提供する場合には、当該

特別利用地域型保育に係る法第19条第１号   

  に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども及び当該特定地域型保

育事業所を現に利用している満３歳未満保育認

定子ども（次条第１項の規定により特定利用地

域型保育を提供する場合にあっては、当該特定

利用地域型保育の対象となる法第19条第２号  

   に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、

第37条第２項の規定により定められた利用定員

の総数を超えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特別利用地域型保育を提供する場合には、当該

特別利用地域型保育に係る法第19条第１項第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども及び当該特定地域型保

育事業所を現に利用している満３歳未満保育認

定子ども（次条第１項の規定により特定利用地

域型保育を提供する場合にあっては、当該特定

利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、

第37条第２項の規定により定められた利用定員

の総数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第

30条第１項の特例地域型保育給付費をいう。次

条第３項において同じ。）を、それぞれ含むも

のとして、この章（第40条第２項を除き、前条

において準用する第８条から第14条まで（第10

条及び第13条を除く。）、第17条から第19条ま

で、第23条から第25条まで及び第27条から第33

条までを含む。次条第３項において同じ。）の

規定を適用する。この場合において、第39条第

２項中「利用の申込みに係る法第19条第３号  

  に掲げる小学校就学前子どもの数」とある

のは「利用の申込みに係る法第19条第１号   

 に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「満

３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育

認定子どもを除く。以下この章において同じ。）」

とあるのは「同号又は同条第３号に掲げる小学

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第

30条第１項の特例地域型保育給付費をいう。次

条第３項において同じ。）を、それぞれ含むも

のとして、この章（第40条第２項を除き、前条

において準用する第８条から第14条まで（第10

条及び第13条を除く。）、第17条から第19条ま

で及び第23条から第33条まで         

   を含む。次条第３項において同じ。）の

規定を適用する。この場合において、第39条第

２項中「利用の申込みに係る法第19条第１項第

３号に掲げる小学校就学前子どもの数」とある

のは「利用の申込みに係る法第19条第１項第１

号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「満

３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育

認定子どもを除く。以下この章において同じ。）」

とあるのは「同号又は同項第３号に掲げる小学
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校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども（第52条第１項の規定により特定利用地

域型保育を提供する場合にあっては、当該特定

利用地域型保育の対象となる法第19条第２号  

  に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「同

号」とあるのは「同条第３号」と、「教育・保

育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高

いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優

先的に利用することができるよう、選考」とあ

るのは「抽選、申込みを受けた順序により決定

する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に

関する理念、基本方針等に基づく選考その他公

正な方法により選考」と、第43条第１項中「教

育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・

保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対

象となる法第19条第１号   に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」

と、同条第２項中「法第29条第３項第１号に掲

げる額」とあるのは「法第30条第２項第２号の

内閣総理大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは

「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるの

は「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲

げる費用及び食事の提供（第13条第４項第３号

ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」

と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３

項」とする。 

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども（第52条第１項の規定により特定利用地

域型保育を提供する場合にあっては、当該特定

利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「同

号」とあるのは「同項第３号」と、「教育・保

育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高

いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優

先的に利用することができるよう、選考」とあ

るのは「抽選、申込みを受けた順序により決定

する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に

関する理念、基本方針等に基づく選考その他公

正な方法により選考」と、第43条第１項中「教

育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・

保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対

象となる法第19条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」

と、同条第２項中「法第29条第３項第１号に掲

げる額」とあるのは「法第30条第２項第２号の

内閣総理大臣が定める基準により算定した費用

の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは

「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるの

は「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲

げる費用及び食事の提供（第13条第４項第３号

ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」

と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３

項」とする。 

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準） 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条第２号

    に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに対し特定利用地域

型保育を提供する場合には、法第46条第１項に

規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しな

ければならない。 

第52条 特定地域型保育事業者が法第19条第１項

第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもに対し特定利用地域

型保育を提供する場合には、法第46条第１項に

規定する地域型保育事業の認可基準を遵守しな

ければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特定利用地域型保育を提供する場合には、当該

特定利用地域型保育に係る法第19条第２号   

  に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども及び特定地域型保育事

業所を現に利用している同条第３号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども（前条第１項の規定により特別利用地

域型保育を提供する場合にあっては、当該特別

利用地域型保育の対象となる法第19条第１号  

   に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、

第37条第２項の規定により定められた利用定員

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特定利用地域型保育を提供する場合には、当該

特定利用地域型保育に係る法第19条第１項第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども及び特定地域型保育事

業所を現に利用している同項第３号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども（前条第１項の規定により特別利用地

域型保育を提供する場合にあっては、当該特別

利用地域型保育の対象となる法第19条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、

第37条第２項の規定により定められた利用定員
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の総数を超えないものとする。 の総数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費を、そ

れぞれ含むものとして、この章の規定を適用す

る。この場合において、第43条第１項中「教育・

保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育

給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象と

なる法第19条第２号   に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に

係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」と、

同条第２項中「法第29条第３項第１号に掲げる

額」とあるのは「法第30条第２項第３号の内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の

額」と、同条第４項中「掲げる費用」とあるの

は「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域

型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子

どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子ど

も（令第４条第１項第２号に規定する満３歳以

上保育認定子どもをいう。）に係る第13条第４

項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要

する費用」とする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費を、そ

れぞれ含むものとして、この章の規定を適用す

る。この場合において、第43条第１項中「教育・

保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育

給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象と

なる法第19条第１項第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に

係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」と、

同条第２項中「法第29条第３項第１号に掲げる

額」とあるのは「法第30条第２項第３号の内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の

額」と、同条第４項中「掲げる費用」とあるの

は「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域

型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子

どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子ど

も（令第４条第１項第２号に規定する満３歳以

上保育認定子どもをいう。）に係る第13条第４

項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要

する費用」とする。 

第53条～第54条 （略） 第53条～第54条 （略） 
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議第８号 瑞浪市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第61号）の一部改正に伴い、

条文の整備を行う。 

【改正内容】 

 児童の安全に関する計画の策定、車両送迎における安全管理の徹底並びに衛生管理に係る研修及び訓

練の実施を規定し、並びに懲戒権に関する規定を削除するための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。ただし、第13条の改正規定は、公布の日から施行す

る。 

【新旧対照表】 

新 旧 

第１条～第７条 （略） 第１条～第７条 （略） 

（安全計画の策定等）  

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児

の安全の確保を図るため、家庭的保育事業所等

ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全

点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外で

の活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等で

の生活その他の日常生活における安全に関する

指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事

業所等における安全に関する事項についての計

画（以下この条において「安全計画」という。）

を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講

じなければならない。 

 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計

画について周知するとともに、前項の研修及び

訓練を定期的に実施しなければならない。 

 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の

確保に関して保護者との連携が図られるよう、

保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等

について周知しなければならない。 

 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の

見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を

行うものとする。 

 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児

の事業所外での活動、取組等のための移動その

他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行す

るときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、

点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握す

ることができる方法により、利用乳幼児の所在

を確認しなければならない。 

 

２ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者

を除く。）は、利用乳幼児の送迎を目的とした

自動車（運転者席及びこれと並列の座席並びに

これらより一つ後方に備えられた前向きの座席

以外の座席を有しないものその他利用の態様を
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勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落とし

のおそれが少ないと認められるものを除く。）

を日常的に運行するときは、当該自動車にブザ

ーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止

する装置を備え、これを用いて前項に定める所

在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を

行わなければならない。 

第８条～第９条 （略）  第８条～第９条 （略）  

（他の社会福祉施設等を併せて設置するときの

設備及び職員の基準） 

（他の社会福祉施設等を併せて設置するときの

設備及び職員の基準） 

第10条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施

設等を併せて設置するときは、その行う保育に

支障がない場合に限り、必要に応じ当該家庭的

保育事業所等の設備及び職員の一部を併せて設

置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼

ねることができる。             

                       

                      

第10条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施

設等を併せて設置するときは        

          、必要に応じ当該家庭的

保育事業所等の設備及び職員の一部を併せて設

置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼

ねることができる。ただし、保育室及び各事業

所に特有の設備並びに利用乳幼児の保育に直接

従事する職員については、この限りでない。 

第11条～第12条 （略） 第11条～第12条 （略） 

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第13条 削除 第13条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対

し法第47条第３項の規定により懲戒に関しその

利用乳幼児の福祉のために必要な措置を採ると

きは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等その

権限を濫用してはならない。 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第14条 （略） 第14条 （略） 

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等

において感染症又は食中毒が発生し、又はまん

延しないように、職員に対し、感染症及び食中

毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに

感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を

定期的に実施するよう努めなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等

において感染症又は食中毒が発生し、又はまん

延しないように必要な措置を講ずる                     

                      

                      

        よう努めなければならない。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

第15条～第50条 （略）  第15条～第50条 （略） 
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議第９号 瑞浪市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第63号）の一部改正

に伴い、条文の整備を行う。 

【改正内容】 

 児童の安全に関する計画の策定、車両送迎における安全管理の徹底、業務継続計画の策定並びに衛

生管理に係る研修及び訓練の実施を規定するための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

第１条～第６条 （略） 第１条～第６条 （略） 

 （安全計画の策定等）  

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用

者の安全の確保を図るため、放課後児童健全育

成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業

所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する

事業所外での活動、取組等を含めた放課後児童

健全育成事業所での生活その他の日常生活にお

ける安全に関する指導、職員の研修及び訓練そ

の他放課後児童健全育成事業所における安全に

関する事項についての計画（以下この条におい

て「安全計画」という。）を策定し、当該安全

計画に従い必要な措置を講じなければならな

い。 

 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、

安全計画について周知するとともに、前項の研

修及び訓練を定期的に実施しなければならな

い。 

 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全

の確保に関して保護者との連携が図られるよ

う、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内

容等について周知しなければならない。 

 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全

計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の

変更を行うものとする。 

 

（自動車を運行する場合の所在の確認）  

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用

者の事業所外での活動、取組等のための移動そ

の他の利用者の移動のために自動車を運行する

ときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼そ

の他の利用者の所在を確実に把握することがで

きる方法により、利用者の所在を確認しなけれ

ばならない。 

 

第７条～第12条 （略） 第７条～第12条 （略） 

（業務継続計画の策定等）  

第12条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課

後児童健全育成事業所ごとに、感染症や非常災
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害の発生時において、利用者に対する支援の提

供を継続的に実施するための、及び非常時の体

制で早期の業務再開を図るための計画（以下こ

の条において「業務継続計画」という。）を策

定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、

業務継続計画について周知するとともに、必要

な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めな

ければならない。 

 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務

継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継

続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第13条 （略） 第13条 （略） 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健

全育成事業所において感染症又は食中毒が発生

し、又はまん延しないように、職員に対し、感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のため

の研修並びに感染症の予防及びまん延の防止の

ための訓練を定期的に実施するよう努めなけれ

ばならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健

全育成事業所において感染症又は食中毒が発生

し、又はまん延しないように必要な措置を講ず

る                     

                      

              よう努めなけれ

ばならない。 

３ （略） ３ （略） 

第14条～第22条 （略） 第14条～第22条 （略） 
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議第１０号 瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

・健康保険法施行令（大正15年勅令第243号）における出産育児一時金の増額を踏まえ、条文の整備を

行う。 

・国民健康保険法施行令（昭和33年政令第362号）における国民健康保険料の賦課限度額及び保険料の

軽減判定所得の改正に伴い、条文の整備を行う。 

・雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第３号）が改正されたことを踏まえ、条文の整備を行う。 

【改正内容】 

・出産育児一時金の支給金額を増額するための所要の改正 

・国民健康保険料の後期高齢者支援金等賦課限度額の引き上げ並びに保険料の５割軽減及び２割軽減

の対象となる世帯の軽減判定所得基準額の見直しのための所要の改正 

・特例対象被保険者等の国民健康保険料軽減の届出に係る所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

第１条～第５条 （略） 第１条～第５条 （略） 

（出産育児一時金） （出産育児一時金） 

第５条の２ 被保険者が出産したときは、当該被

保険者の属する世帯の世帯主に対し、出産育児

一時金として48万８千円を支給する。ただし、

市長が健康保険法施行令（大正15年勅令第243

号）第36条ただし書に規定する出産であると認

めるときは、これに１万２千円を加算するもの

とする。 

第５条の２ 被保険者が出産したときは、当該被

保険者の属する世帯の世帯主に対し、出産育児

一時金として40万８千円を支給する。ただし、

市長が健康保険法施行令（大正15年勅令第243

号）第36条ただし書に規定する出産であると認

めるときは、これに１万２千円を加算するもの

とする。 

２ （略） ２ （略） 

第６条～第15条の６の11 （略） 第６条～第15条の６の11 （略） 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） （後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第15条の６の12 第15条の６の３又は第15条の６

の７の後期高齢者支援金等賦課額（一般被保険

者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合

には、第15条の６の３の後期高齢者支援金等賦

課額と第15条の６の７の後期高齢者支援金等賦

課額との合算額をいう。第18条及び第19条第１

項において同じ。）は、22万円を超えることが

できない。 

第15条の６の12 第15条の６の３又は第15条の６

の７の後期高齢者支援金等賦課額（一般被保険

者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合

には、第15条の６の３の後期高齢者支援金等賦

課額と第15条の６の７の後期高齢者支援金等賦

課額との合算額をいう。第18条及び第19条第１

項において同じ。）は、20万円を超えることが

できない。 

第15条の７～第19条の２ （略） 第15条の７～第19条の２ （略） 

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 

第20条 次の各号に該当する納付義務者に対して

課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第

12条又は第15条の２の基礎賦課額から、それぞ

れ、当該各号に定める額を減額して得た額（当

該減額して得た額が65万円を超える場合には、

65万円）とする。 

第20条 次の各号に該当する納付義務者に対して

課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第

12条又は第15条の２の基礎賦課額から、それぞ

れ、当該各号に定める額を減額して得た額（当

該減額して得た額が65万円を超える場合には、

65万円）とする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 前号に規定する総所得金額及び山林所

得金額並びに他の所得と区分して計算される

所得の金額の合算額が、地方税法第314条の２

第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち

（２） 前号に規定する総所得金額及び山林所

得金額並びに他の所得と区分して計算される

所得の金額の合算額が、地方税法第314条の２

第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち
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給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金

額を加えた金額）に29万円  に当該年度の

保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合には、その発生した日と

する。）現在において当該世帯に属する被保

険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世

帯に係る保険料の納付義務者であって前号に

該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世

帯に属する被保険者のうち、当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象と

されるものの数を乗じて得た額とイに掲げる

額とを合算した額 

給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金

額を加えた金額）に28万５千円に当該年度の

保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合には、その発生した日と

する。）現在において当該世帯に属する被保

険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世

帯に係る保険料の納付義務者であって前号に

該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世

帯に属する被保険者のうち、当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象と

されるものの数を乗じて得た額とイに掲げる

額とを合算した額 

ア～イ （略）  ア～イ （略）  

（３） 第１号に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計算され

る所得の金額の合算額が、地方税法第314条の

２第２項第１号に定める金額（世帯主等のう

ち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金

額を加えた金額）に53万５千円に当該年度の

保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合には、その発生した日と

する。）現在において当該世帯に属する被保

険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世

帯に係る保険料の納付義務者であって前２号

に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該

世帯に属する被保険者のうち、当該年度分の

基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象

とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げ

る額とを合算した額 

（３） 第１号に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計算され

る所得の金額の合算額が、地方税法第314条の

２第２項第１号に定める金額（世帯主等のう

ち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、同号に定める金額に当該給与所得者等の

数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金

額を加えた金額）に52万円  に当該年度の

保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合には、その発生した日と

する。）現在において当該世帯に属する被保

険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世

帯に係る保険料の納付義務者であって前２号

に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該

世帯に属する被保険者のうち、当該年度分の

基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象

とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げ

る額とを合算した額 

ア～イ （略）  ア～イ （略）  

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額

の減額について準用する。この場合において、

第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢

者支援金等賦課額」と、「第12条又は第15条の

２」とあるのは「第15条の６の３又は第15条の

６の７」と、「65万円」とあるのは「22万円」

と、前項中「第15条」とあるのは「第15条の６

の６」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額

の減額について準用する。この場合において、

第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢

者支援金等賦課額」と、「第12条又は第15条の

２」とあるのは「第15条の６の３又は第15条の

６の７」と、「65万円」とあるのは「20万円」

と、前項中「第15条」とあるのは「第15条の６

の６」と読み替えるものとする。 

４ （略） ４ （略） 

第20条の２～第25条の２ （略） 第20条の２～第25条の２ （略） 

（特例対象被保険者等に係る届出） （特例対象被保険者等に係る届出） 

第25条の３ （略） 第25条の３ （略） 

２ 前項の届出に当たり、特例対象被保険者等の２ 前項の届出に当たり、特例対象被保険者等の
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雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第３号）

第17条の２第１項第１号に規定する雇用保険受

給資格者証又は同令第19条第３項に規定する雇

用保険受給資格通知の提示を求められた場合に

おいては、これを提示しなければならない。た

だし、番号利用法第22条第１項の規定により当

該書類と同一の内容を含む番号利用法第２条第

８項に規定する特定個人情報の提供を受けるこ

とができるときは、この限りでない。 

雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第３号）

第17条の２第１項第１号に規定する雇用保険受

給資格者証                   

          の提示を求められた場合に

おいては、これを提示しなければならない。た

だし、番号利用法第22条第１項の規定により当

該書類と同一の内容を含む番号利用法第２条第

８項に規定する特定個人情報の提供を受けるこ

とができるときは、この限りでない。 

第26条～第30条 （略） 第26条～第30条 （略） 
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議第１１号 瑞浪市分担金徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

 県営経営体育成基盤整備事業の実施にあたり分担金を徴収するため、同事業を追加する。 

【改正内容】 

分担金を徴収する事業に県営経営体育成基盤整備事業を追加するための所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

本則 （略） 本則 （略） 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

 事業区分 分担率   事業区分 分担率  

 

土地改

良事業 

県営土

地改良

事業 

（略） （略） （略）   

土地改

良事業 

県営土

地改良

事業 

（略） （略）（略）  

 中山間地域総合

整備事業 

 100分の

５ 

  中山間地域総合

整備事業 

 100分の

５ 

 

  経営体育成基盤

整備事業 

 100分の

7.5 

    

 農用地

開発事

業 

開拓地整備事業  100分の

6.7以内 

  農用地

開発事

業 

開拓地整備事業  100分の

6.7以内 

 

 （略） （略） （略） （略） （略） （略） （略）（略）  

 （略） （略） （略） （略） （略）   （略） （略） （略） （略）（略）  
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議第１２号 瑞浪市附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

 瑞浪市新たな事業チャレンジ支援補助金申請事業の審査及び評価のため、新たに瑞浪市新たな事業

チャレンジ支援補助金審査会を附属機関として設置する。 

【改正内容】 

 瑞浪市新たな事業チャレンジ支援補助金審査会の設置に伴う所要の改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

本則 （略） 

別表（第２条関係） 

本則 （略） 

別表（第２条関係） 

 附属機関

の属する

執行機関 

附属機関 担任する事務 

  附属機関

の属する

執行機関 

附属機関 担任する事務 

 

 市長 （略） （略）   市長 （略） （略）  

 瑞浪市廃工場

等指定審査委

員会 

廃工場等の産業施設及

び設備の指定その他廃

工場等の利活用に関す

る事項についての調査

及び審査 

  瑞浪市廃工場

等指定審査委

員会 

廃工場等の産業施設及

び設備の指定その他廃

工場等の利活用に関す

る事項についての調査

及び審査 

 

 瑞浪市新たな

事業チャレン

ジ支援補助金

審査会 

瑞浪市新たな事業チャ

レンジ支援補助金申請

事業の審査及び評価 

     

 瑞浪市道の駅

検討委員会 

道の駅の設置等に関す

る事項についての調査

及び審議 

  瑞浪市道の駅

検討委員会 

道の駅の設置等に関す

る事項についての調査

及び審議 

 

 （略） （略）   （略） （略）  

 教育委員

会 

（略） （略）   教育委員

会 

（略） （略）  

 

附則（瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁

償に関する条例の一部改正） 
本則 （略） 

別表（第２条・第４条関係） 

 

 

 

本則 （略） 

別表（第２条・第４条関係） 

 区分 報酬 費用弁

償 

  区分 報酬 費用弁

償 

 

            
 （略） （略）（略） 瑞浪市

職員の

旅費に

関する

条例（昭

和29年

条例第

19号）に

規定す

る額 

  （略） （略）（略） 瑞浪市

職員の

旅費に

関する

条例（昭

和29年

条例第

19号）に

規定す

る額 

 

 専門委員 執務

１日

につ

き 

5,000円   専門委員 執務

１日

につ

き 

5,000円  

 （略） 

特別融資制度推進

会議委員 

廃工場等指定審査

委員会委員 

新たな事業チャレ

執務

１日

につ

き 

大学教授・准

教授、弁護士、

医師等高度な

知識を有する

学識経験者の

委員 

  （略） 

特別融資制度推進

会議委員 

廃工場等指定審査

委員会委員 

 

執務

１日

につ

き 

大学教授・准

教授、弁護士、

医師等高度な

知識を有する

学識経験者の

委員 
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ンジ支援補助金審

査会委員 

窯業技術研究所運

営委員会委員 

環境審議会委員 

（略） 

8,000円

その他の委員 

5,000円

 

 

窯業技術研究所運

営委員会委員 

環境審議会委員 

（略） 

8,000円

その他の委員 

5,000円

          

 その他の非常勤の

特別職職員 

規則

で定

める

期間

につ

き 

次の各号に掲

げる場合に応

じ、当該各号

に掲げる額を

超えない範囲

内において規

則で定める額 

(１) 日額で

定める場合 

15,000円

(２) 月額で

定める場合 

70,000円

(３) 年額で

定める場合 

240,000円

  その他の非常勤の

特別職職員 

規則

で定

める

期間

につ

き 

次の各号に掲

げる場合に応

じ、当該各号

に掲げる額を

超えない範囲

内において規

則で定める額 

(１) 日額で

定める場合 

 15,000円

(２) 月額で

定める場合 

 70,000円

(３) 年額で

定める場合 

 240,000円

 

            
 

備考 （略）   備考 （略） 
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議第１３号 瑞浪市化石博物館の設置及び管理に関する条例及び瑞浪市市之瀬廣太記念

美術館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

【制定趣旨】 

博物館法の一部を改正する法律（令和４年法律第24号）の施行に伴い条文の整備を行う。 

【改正内容】 

博物館法（昭和26年法律第285号）における第18条の規定の廃止及び条ずれに対応するための所要の

改正 

【施行日】 

本条例の施行日は、令和５年４月１日とする。 

【新旧対照表】 

新 旧 

〇瑞浪市化石博物館の設置及び管理に関する条 

例の一部改正（第１条） 

（設置）  

 

 

（設置） 

第１条 本市は                

                    、

化石を中心とした自然史資料など（以下「資料

等」という。）を収集、保管、展示して一般公

衆の利用に供し、併せて収蔵資料に関する調査

研究を行い、市民の自然史に関する文化の向上

に資するため、瑞浪市化石博物館（以下「博物

館」という。）を設置する。 

第１条 本市は、博物館法（昭和26年法律第285号。

以下「法」という。）第18条の規定に基づき、

化石を中心とした自然史資料など（以下「資料

等」という。）を収集、保管、展示して一般公

衆の利用に供し、併せて収蔵資料に関する調査

研究を行い、市民の自然史に関する文化の向上

に資するため、瑞浪市化石博物館（以下「博物

館」という。）を設置する。 

第２条～第10条 （略） 第２条～第10条 （略） 

（博物館協議会） （博物館協議会） 

第11条 博物館法（昭和26年法律第285号。以下

「法」という。）第23条第１項の規定に基づき、

博物館に瑞浪市化石博物館協議会（以下「協議

会」という。）を置く。 

第11条 法第20条第１項             

                      の規定に基づき、

博物館に瑞浪市化石博物館協議会（以下「協議

会」という。）を置く。 

２ （略） ２ （略） 

３ 委員は、法第25条の規定に基づき、次に掲げ

る者のうちから教育委員会が任命する。 

３ 委員は、法第22条の規定に基づき、次に掲げ

る者のうちから教育委員会が任命する。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

４～８ （略） ４～８ （略） 

第12条 （略） 第12条 （略） 

  

 〇瑞浪市市之瀬廣太記念美術館の設置及び管理 

に関する条例の一部改正（第２条） 

 

第１条～第10条 （略） 第１条～第10条 （略） 

（美術館協議会） （美術館協議会） 

第11条 博物館法（昭和26年法律第285号。以下

「法」という。）第23条第１項の規定に基づき、

美術館に瑞浪市市之瀬廣太記念美術館協議会

（以下「協議会」という。）を置く。 

第11条 博物館法（昭和26年法律第285号。以下

「法」という。）第20条第１項の規定に基づき、

美術館に瑞浪市市之瀬廣太記念美術館協議会

（以下「協議会」という。）を置く。 

２ （略） ２ （略） 

３ 委員は、法第25条の規定に基づき、次に掲げ

る者のうちから教育委員会が任命する。 

３ 委員は、法第22条の規定に基づき、次に掲げ

る者のうちから教育委員会が任命する。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

４～８ （略） ４～８ （略） 

第12条 （略） 第12条 （略） 
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議第１４号 瑞浪市公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

 

 

略        歴 

（ふりがな） 

氏     名 

わ  だ   たか ひこ 
和 田   隆 彦 

生 年 月 日 ※ ※ ※ ※ ※ 

現  住  所 ※ ※ ※ ※ ※ 

職     業 団体職員 

学     歴  岐阜県立土岐商業高等学校 卒業 

経     歴 

 
 昭和４６年 ４月  瑞浪市消防本部 奉職 

平成２０年 ４月  瑞浪市消防本部 総務課長 
平成２１年 ４月  瑞浪市消防本部 消防総務課長 
平成２２年 ４月  瑞浪市消防本部 消防長 
平成２５年 ３月  瑞浪市消防本部 定年退職 

 平成２６年 ４月  一般社団法人中部地域づくり協会 就職  
 平成２８年 ３月  一般社団法人中部地域づくり協会 退職 
 平成２８年 ４月  一般社団法人パブリックサービス 就職 
 現在に至る 
 
 

備     考 

 
平成３１年 ４月  瑞浪市公平委員会委員（第１期） 
現在に至る 
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議第１５号 瑞浪市固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めること

について 

 

略        歴 

（ふりがな） 

氏     名 

しょうじ  たか のぶ 
小 司  隆 信 

生 年 月 日 ※ ※ ※ ※ ※ 

現  住  所 ※ ※ ※ ※ ※ 

職     業 司法書士 

学     歴  法政大学社会学部 卒業 

経     歴 

 
 平成１４年 ６月  司法書士登録 

平成１９年 ３月  司法書士法人みずなみ総合事務所（現 司法書士

法人たなか事務所）設立 
現在に至る 

 
 
 
 
 
 
 

備     考 

 
新任 
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議第１６号 財産の取得について 

 

概       要 

取得の目 的 瑞浪市指定ごみ袋を購入する。 

取 得 金 額 １５，９４７，８００円 

取 得 す る 

財産の概 要 

可燃ごみ袋（大）１，０２０，０００枚   

可燃ごみ袋（中）  ６００，０００枚 

可燃ごみ袋（小）  ５００，０００枚 

不燃ごみ袋（大）   ５０，０００枚 

不燃ごみ袋（小）   ３０，０００枚 
 

取得の相手方 
本巣郡北方町高屋伊勢田２丁目４３番地の２ 
株式会社ユイテック 
代表取締役 森 康成 

備    考  
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議第１７号 工事請負契約の締結について 

 

概       要 

契約の目 的 
社会資本整備総合交付金事業 

一般国道１９号線ほか１路線道路改良工事 

契約の方 法 一般競争入札 

契 約 金 額 ２３１，０００，０００円 

工 事 場 所 瑞浪市釜戸町 地内 

工    期 本契約締結の日から令和７年３月３１日まで 

契約の相手方 

瑞浪市南小田町３丁目３０６番地 

板垣建設株式会社 瑞浪支店 

支店長 越智 剛 

工 事 概 要 

一般国道１９号線 

施工延長    ２３５ｍ 

  交差点設置   １箇所 

  道路改良    一式 

  切り回し道路  一式 

市道梅本・森前線（アクセス部、一般部） 

施工延長    ３４２ｍ 

  道路改良    一式 

上水道本管（φ１００）布設替え 

  ＨＰＰＥ布設工 ３２４ｍ 

  既設管撤去工  ２５５ｍ 

備 考  
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